


















































































































































































































































































































































































































































































































勧告制度の創設 ・ 議選監査委員の選任の義務付けの緩和（※） ・ 監査専門委員の創設（※）
条例により包括外部監査を実施する地方公共団体の実施頻度の緩和（※） 等
地方自治法等の一部を改正する法律の概要
地方公共団体等における適正な事務処理等の確保並びに組織及び運営の合理
化を図るため、内部統制に関する方針の策定等、監査制度の充実強化、地方公
共団体の長等の損害賠償責任の見直し等を行うとともに、地方独立行政法人に
ついて、その業務への窓口関連業務等の追加及び適正な業務を確保するための
規定の整備を行う等の措置を講ずる。
２．地方独立行政法人法の一部改正
① 内部統制に関する方針の策定等
・ 都道府県知事及び指定都市の市長は、内部統制に関する方針を定め、これに
基づき必要な体制を整備（その他の市町村長は努力義務）
・ 方針を策定した長は、毎会計年度、内部統制評価報告書を作成し、議会に提出
① 地方独立行政法人の業務への窓口関連業務等の追加
・ 地方独立行政法人の業務に「申請等関係事務の処理」（転入届、住民票の写しの
交付請求の受理等のいわゆる窓口関連業務）を追加
② 地方独立行政法人における適正な業務の確保
・ 地方独立行政法人の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項の
業務方法書への記載の義務付け等を実施
④ 地方公共団体の長等の損害賠償責任の見直し等
・ 条例において、長や職員等の地方公共団体に対する損害賠償責任について、
その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、賠償責任額を限定して
それ以上の額を免責する旨を定めることを可能に
（条例で定める場合の免責に関する参酌基準及び責任の下限額は国が設定）
・ 議会は、住民監査請求があった後に、当該請求に関する損害賠償請求権等の
放棄に関する議決をしようとするときは、監査委員からの意見を聴取
③ 決算不認定の場合における長から議会等への報告規定の整備
・ 地方公共団体の長等は、決算不認定の場合に、当該不認定を踏まえて必要と
認める措置を講じたときは、その内容を議会等に報告・公表
３．施行期日
（国の独立行政法人制度改革（平成26年度）を踏まえた改正）
・ １．は平成32年４月１日（②の一部及び③は平成30年４月１日）
［④は各地方公共団体が定める条例の施行の日以後の長や職員等の行為に基づく損害賠償責任について適用］
・ ２．は平成30年４月１日（②の一部は平成32年４月１日）
